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項目 質問･要望事項 回答（方針案）

１ 制度全般に
ついて

現在取得している営業許可の有効期間が令和
３年５月31日で終了する場合、継続して営業を行
うための許可の申請や申請に基づく都道府県等
の許可手続きは改正食品衛生法の施行日（令和
３年６月１日）前に行われることとなります。その
際の令和３年６月１日以降の営業許可は、新法
又は旧法のどちらに基づく営業許可となるのです
か。

○ 食品等事業者は、施行日から、新法に基づく営業を行うと

いう利益を有することから、そのための手続きとして、施行日
前から新法に基づく申請をすることが可能です。

○ なお、地方自治体が第３次施行（令和３年６月１日施行）に
伴う条例改正において、新設される許可業種の申請行為に係
る準備行為規定を設けなくても申請は可能ですが、念のため
準備行為規定を設けても差し支えありません。

２ 制度全般に
ついて

漁業者が自らかき以外のむき身の処理を行う
場合には、採取の範疇と整理され許可及び届出
が不要と示されました（※１）が、都道府県等の独
自条例により引き続き規制を継続してもいいです
か。

○ 食品衛生法において、水産業における食品の採取業は営
業に含まないとされている（※２）ため、採取業に該当する事業
者に対して、同法に基づく営業許可を取得させ、又は届出を行
わせることはできません。

○ 食品衛生法上の営業に該当しない採取業に対して、条例
で独自に食品衛生の確保のために施設基準を設ける場合は、
その必要性や相当性について、地方自治体において十分検
討いただくようお願いします。

○ なお、採取者についても、食品等事業者であり、食品の安
全を確保する責務を有している（※３）ことから、許可・届出の
有無にかかわらず、必要に応じて衛生管理に係る指導を行う
ことは可能です。

（参考）

※１：「農業及び水産業における食品の採取業の範囲について」（令和２年
５月１８日付け薬生食監発0518第１号厚生労働省医薬・生活衛生局食品
監視安全課長通知）の別紙
※２：食品衛生法第４条第７項
※３：食品衛生法第３条第１項
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

３ 営業の許可に
関する経過措
置について

新たに政令許可業種に指定される業種に
対して３年間の経過措置期間が設けられまし
たが、新設業種ではないが、これまで許可の
対象ではなく、今回の改正により許可業種に
含まれる食品（そうざい半製品等）の製造も
同様の経過措置が適用されると考えてよい
ですか。

○ そうざい半製品については、旧施行令において、「そうざいの中間
製品はそうざいに含まない」と整理していましたが、営業許可業種の再
編に際して開催した検討会で、「そうざい半製品」を製造する際には、
「そうざい製造業」の営業許可が必要であると整理（※１）したものです。
従って、「そうざい半製品を製造する営業」については、「旧施行令の第
三十五条各号の営業に該当しない営業」に該当し、３年間の経過措置
が適用されます（※２）。

○ なお、令和２年８月５日付けで通知している「食品衛生法等の一部
を改正する法律の施行に伴う集団給食施設の取扱いについて」で示し
た集団給食施設については、旧施行令においても飲食店営業という業
種があり、かつ、集団給食施設は、実態上飲食店営業の許可を取得し
なくてはならかったものの、厚生労働省の運用上の取扱いとして、飲食
店営業の許可の取得は不要という整理をしていただけなので、「旧施
行令第三十五条各号の営業に該当しない営業」には該当せず、経過
措置の対象にはなりません。

（参考）

※１：食品の営業規制に関する検討会とりまとめ（政省令関係事項）５（４）ツ

※２：食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係法令の整備及
び経過措置に関する政令（令和元年政令第123号）第９条

４ 営業の許可に
関する経過措
置について

食品の小分け業は新たな許可業種になり
ますが、従前の許可の範疇で営業を行って
いた場合（例えば菓子製造業を取得して菓子
の小分けを行っていた場合）は、３年間の経
過措置の対象ではなく、既存の営業許可の
有効期間の満了日までの間は、これまでど
おり営業ができると考えてよいですか。

〇 新たな許可業種であれば３年間の経過措置の対象となりますが、
菓子製造業を取得して菓子の小分けを行っていた場合など既に旧施
行令第35条の各号の営業の許可を取得して、営業を行っていた場合
は、改正政令附則第２条第１項の対象となり、取得済みの営業許可の
範囲内で、有効期間の満了日まで営業を行うことが可能です。
（参考）

・食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係法令の整備及び経
過措置に関する政令（令和元年政令第123号）附則第２条第１項
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

５ 自動販売機に
ついて

平成２年７月22日付け通知「高度な機能」
の条件を満たす自動販売機の機種リストに
ついて」で示された機種以外は、「高度な機
能」を有していないとして営業許可の対象と
なりますか。

○ 高度な機能を有しているとして営業許可の対象外となるものは、令
和２年７月22日付け通知「高度な機能」の条件を満たす自動販売機の
機種のリストについて」で示した機種のみとなります。そのため、リスト
に記載されていない機種は、営業許可の対象となります。

○ なお、「高度な機能」の条件を満たす自動販売機の機種のリストに
ついては、逐一更新の上、通知をする予定であることから留意願いま
す。

（参考）
・「高度な機能」の条件を満たす自動販売機の機種のリストについて（令和２年
７月22日付け薬生食監発0722第４号）

６ 水産製品製
造業について

令和３年６月１日時点で、水産製品製造業
の条例許可を有し水産製品を製造している
営業者は、いつまでに新政令における水産
製品製造業の許可を取得する必要があるの
でしょうか。

新施行令における水産製品製造業については、改正政令第９条が適
用され、３年間の経過措置期間があることから、条例許可業種としての
水産製品製造業の許可満了日にかかわらず、経過措置期間が満了す
るまでに、新施行令における水産製品製造業を取得するようお願いし
ます。

（参考）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経
過措置に関する政令」(令和元年政令第123号) 第９条

７ 水産製品製
造業について

精製等の高度な加工を行うゼラチン及びコ
ラーゲンの原料が、魚の皮、鱗等の魚介類
の場合は、水産製品製造業の許可の対象と
なりますか。

〇 水産製品製造業は、魚介類等を切り身、むき身、加熱、塩蔵、乾燥、
調味等の加工した製品を製造する業態を想定しています（※）。

一方、ゼラチン、コラーゲンその他の魚介類の特徴を有さない食品を
製造する場合には、水産製品製造業の許可の対象ではなく、届出の対
象となります。

○ 同様に、牛骨、牛皮、豚皮等からゼラチン、コラーゲン等を製造す
る営業も届出の対象となります。
（参考）
・食品の営業規制に関する検討会とりまとめ（政省令関係事項）５（４）サ
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

８ 複合型そう
ざい製造業
について

新施行令に、複合型製造業で製造ができ
る業種（食品）が列挙されているが、１施設１
許可の原則を踏まえ、主たる取扱い食品が
列挙されている業種の範囲であれば、複合
型製造業で、新施行令に列挙されていない
業種の食品を製造等することは可能ですか。
例えば、複合型製造業で、新施行令に列挙
されていない漬物製造を行えますか。

〇 複合型の製造業は、新施行令で列挙された業種に係る食品の製
造を行う営業が対象です。ただし、主たる営業（取扱い食品）に附帯し
て、新施行令に列挙されていない業種に係る食品の製造をすることは
可能です。

○ 複合型の製造業で漬物製造が可能かについては、漬物製造が、
列挙された業種に係る食品の製造に附帯して行われているか、また、
当該漬物がそうざいや新施行令の業種に類する食品かなど、全体の
業態を鑑み、判断するようお願いします。

（参考）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定に
ついて」（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第1の1ア

９ 複合型そう
ざい製造業
について

厚生労働省令で規定している施設の基準
（参酌基準）では、そうざい製造業と冷凍食
品製造業とは同じ施設基準が示されていま
す。

複合型そうざい製造業や複合型冷凍食品製
造業を取得すれば、食肉処理業、菓子製造
業、水産製品製造業、麺類製造業の営業許
可の取得が免除されますが、これらの営業
許可の施設基準には複合型そうざい製造業
や複合型冷凍食品製造業で求められていな
い基準もあります。複合型そうざい製造業を
取得して菓子製造等を行いたい場合は、追
加で菓子製造業等の施設基準を満たす必
要がありますか。

施設に対して、複合型の施設基準に、追加で食肉処理業、菓子製
造業、水産製品製造業、麺類製造業の個別の施設基準を求める必要
はありません。なお、「HACCPに基づく衛生管理」により、必要な衛生
管理の措置が十分に担保されるよう取り扱ってください。

（参考）

・食品の営業規制に関する検討会とりまとめ（政省令関係事項）５（４）ツ及びテ）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定に
ついて」（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第1の２ア
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

１０ 冷凍食品製
造について

「そうざい」には当たらない麺や菓子の冷凍
食品を製造する場合は、冷凍食品製造業の
許可ではなく、麺類製造業や菓子製造業等
の許可の取得のみでよいですか。

冷凍食品製造業の対象となる食品は、食品、添加物等の規格基準
（昭和34 年厚生省告示第370 号）において規格基準が定められている
冷凍食品となります。そのため、当該冷凍食品を主として製造している
のであれば、そうざいを製造していなくても冷凍食品製造業の許可を
取得する必要があります。また、当該施設が麺類製造等を主として
行っており、その一部を冷凍食品として製造している場合は、該当する
営業許可（例えば麺類製造業）の許可のみで製造が可能です。

（参考）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定に
ついて」（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第1の１(27)

１１ 届出につい
て

現在、各都道府県等が独自に定めている
条例許可業種又は条例届出業種のうち、改
正食品衛生法で届出業種の対象となるもの
について、令和３年６月１日の時点で改正食
品衛生法に基づく届出をしたとみなすことは
できますか。

条例許可業種及び条例届出業種は、改正政令第10条に規定される
経過措置の対象外のため、令和３年６月１日時点で当該営業をしてい
た場合でも、新法第57条第１項に基づく届出をしたものとみなすことは
できません

１２ 届出につい
て

許可営業のみを廃業し、届出営業は継続
する場合には、（規則第71条の２の廃業届に
加え）新たに規則第70条の２の届出が必要
ということでしょうか。

御質問のとおり、許可営業のみを廃業し、届出営業は継続する場合
には、許可営業にあっては食品衛生法施行規則第71条の２の廃業届
を提出し、届出営業にあっては同規則第70条の２の営業届を提出して
ください。
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

１３ 届出につい
て

令和3年6月以降の経過措置期間中に営業
許可申請情報に変更等が発生した場合、旧
法又は新法のどちらに基づき手続きを行え
ば良いのですか。

旧法に基づく営業許可がなされている場合、改正政令附則第２条第
１項に基づき、経過措置期間は旧法令の規定が適用されることになる
から、変更等の手続についても、旧法令の規定に基づき、行うこととな
ります。

１４ 施設基準に
ついて

施設基準中、複数箇所で「…室又は場所を
有すること。なお、室を場所とする場合にあっ
ては、作業区分に応じて区画されているこ
と。」と記載があるが、「室を場所とする場合」
とはどういった意味でしょうか。

また、住居の台所と営業施設の兼用は認
められないと考えてよいですか。

○前文で「室又は場所」と規定しているので、ここでは場所の場合に適
用する基準であることを明確にするため、「室を場所とする場合」とした
ものです。

○ 住居の台所は、食品衛生法施行規則別表１９ 二に示す「食品等
を取り扱うことを目的としない室又は場所」に該当します。そのため、住
居の台所と営業施設は、工程の配慮や時間設定による区画ではなく、
物理的に区画されていることが必要です。

(参考)
※：第２回食品の営業規制の平準化に関する検討会 資料２

１５ 廃業届出に
ついて

政令許可業種から政令届出業種に移行す
る業種（例えば、乳類販売業）を、令和３年６
月１日時点で行っている者は、令和元年政令
第123号第10条に基づき、同日付けで届出し
たものとみなす規定があります。

本経過措置の対象となる営業者は、届出
業種への移行に際し、政令許可業種につい
て、廃業届を出す必要はありますか。

政令許可業種から届出業種へ取扱いが変更されたものの、営業自
体は継続していることから、廃業届を提出する必要はありません。
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営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設に関してよく寄せられる質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

１ 自動販売機
について

高度な機能を有する「調理機能を有する自
動販売機」について、届出の対象となる「屋
内に設置」とはどのような場所に設置するも
のですか。

食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省
令の制定について（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第
１ １イ（２）（ⅱ）でお示ししたとおりです。

２ 魚介類販売
業について

許可の対象となる魚介類販売業を自動車
で行う場合は、キッチンカーの施設基準に加
え、魚介類販売業の施設基準も適用する必
要はありますか。

食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省
令の制定について（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第
１ ２イ（２）(ⅱ)でお示ししたとおりです。

３ 魚介類販売
業

水産製品製造業の許可を取得した施設で、
鮮魚介類の販売も行う場合、別途、魚介類販
売業の許可が必要となりますか。

食品の営業規制に関する検討会とりまとめ（政省令関係事項）５（４）
サ でお示ししたとおり、水産製品製造業の許可を有する場合は、魚介
類販売業の許可は不要です。

４ 水産製品製
造業

水産製品製造業における「水産動物」とは
何を指しますか。

食品衛生法等の一部を改正する法律の政省令等についての説明会
資料 水産製品製造業（第16号関係）でお示ししたとおりです。
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(参考）法令、施行通知等にその取扱に関する記載がなされているもののうち、よく寄せられる
ご質問



項目 質問･要望事項 回答（方針案）

５ 複合型
そうざ
い製造
業につ
いて

複合型そうざい製造業の対象から除かれる
のは、食品衛生管理者の配置が求められる
魚肉ハム及び魚肉ソーセージの製造のみで
すか。

食品衛生法等の一部を改正する法律の政省令等についての説明会
資料 複合型そうざい製造業（第26号関係）及び水産製品製造業（第
16号関係）でお示ししたとおりです。

６ 漬物製
造業に
ついて

漬物製造業は「漬物を製造する営業又は漬
物と併せて漬物を主原料とする食品を製造
する営業をいう。」とあります。しかし一方で、
令和元年12月27日生食発1227第2号通知の
第2営業届出に関する事項2イ(4)の中では、
野菜の塩漬け、ぬか漬けが「野菜果実販売
業が附帯的に行う簡易な加工」に含まれてい
ます。漬物の製造という同じ行為であっても、
営業者によって取扱いが異なるのでしょうか。

漬物を製造する営業又は漬物と併せて漬物を主原料とする食品を製
造する営業は漬物製造業となりますが、従来から野菜果実販売業（八
百屋等）において取り扱っている野菜の塩漬け・ぬか漬けについては、
附帯的に行う簡易な食品の加工による販売（販売当日中に消費する又
は使い切ることを想定）として営業届出の範疇で取り扱うこととします。

（参考）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定につ
いて」（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第２の２イ

７ 冷凍食
品製造
につい
て

冷凍野菜を製造する場合は、冷凍食品製
造業が必要ですか。

冷凍食品製造業の対象となる食品については、問10のとおりです。
その上で、当該施設の主たる事業が、食品、添加物等の規格基準（昭
和34 年厚生省告示第370 号）において規格基準が定められている冷
凍食品に該当する野菜の冷凍食品を製造している場合には、冷凍食
品製造業の許可が必要となります。

（参考）

・「食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定につ
いて」（令和元年12月27日付け生食発1227第2号）別添第1の１(27)
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(参考）法令、施行通知等にその取扱に関する記載がなされているもののうち、よく寄せら
れるご質問


